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(1)　収益的収入及び支出

　　収　　入

第１款　下水道事業収益

第１項 営 業 収 益

第２項 営業外収益

第３項 特 別 利 益

　　支　　出

第１款　下水道事業費用

第１項 営 業 費 用

第２項 営業外費用

第３項 特 別 損 失

第４項 予 備 費

　　１　令和２年度須賀川市

流　用

増減額

地方公営企業法第24条第３
定による支出額に係る財源

2,125,438,000

900,172,000

30,000,000

16,000,000

0

円

00

予備費

支出額

1,930,534,000

275,896,000

52,191,000

2,500,000

円 円 円

0

0

区　　　分

区　　　分

1,900,534,000

275,896,000

52,191,000

30,000,000

0

0

30,000,000

          予　　　　　　　  　　　　     　算

2,261,121,000

当初予算額

2,231,121,000 0 0

円

円

1,225,264,000 14,000,000

補正予算額

円

当初予算額

2,500,000 0

0

0

0

円

0

小     計

          予　　　　　　　  　　　　     　算

0

2,000

補正予算額

地方公営
企 業 法
第 24 条
第 ３ 項
の 規 定
に よ る
支 出 額

0 0

0

0
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　　額

円

0

0

0

0

　　額

うち仮払消費税 

及び地方消費税 

8,735

0

0

円

下水道事業決算報告書

28,977,588

4,745,830

備　　　　考

円

うち仮受消費税 

及び地方消費税 

73,869,124

53,421,993

不 用 額

71,354,847

53,413,258

0 109,189,507

0 1,857,567,911 72,966,089

0

0

0

0

0 2,500,000

27,655,058

0

2,514,277

円 円 円 円 円

地方公営
企 業 法
第 26 条
第 ２ 項
の 規 定
に よ る
繰 越 額

合  　  計

地方公営
企 業 法
第 26 条
第 ２ 項
の 規 定
に よ る
繰 越 額

決 　 算 　 額 備　　　考

0

0

1,930,534,000

275,896,000

52,191,000

2,500,000

1,239,264,000

2,448,942,639

873,162,782

1,548,122,799

293,504,639

決　　算　　額

△ 43,009,218

308,858,799

合　　　計

円 円

項の規
充当額

予算額に比べ

決算額の増減

円

2,155,438,000

916,172,000

2,000 27,657,058

0 2,261,121,000 2,151,931,493

246,918,412

47,445,170

0
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(3)　特例的収入及び支出（地方公営企業法適用前の下水道事業特別会計及び農業集落排水事業特別会計に係る未収金　　　　  収入及び未払金支出）

　資本的収入額が資本的支出額に不足する額 397,442,776円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 16,891,595円、        引継金 81,903,188円及び当年度分損益勘定留保資金 298,647,993円で補てんした。 

292,226,250

85,674,132

合　　計

1,792,516,000

680,800,000

453,642,000

132,858,000

465,818,000

59,398,000

0

円

予算額に比べ
決算額の増減

円

△ 345,500,450

△ 386,425,099

決　算　額

円

　　　　　額

△ 143,800,000

1,447,015,550

537,000,000

67,216,901

464,898,267

及び地方消費税 

68,483,431

68,483,431

0

0

円

うち仮払消費税 

備　　　考

0

0

0

0

0

332,040,267

△ 173,591,750

26,276,132

0

0

6,960

2,500,000

315,500,300 68,169,414

1,055,930,000

2,500,000

01,844,458,326

1,172,205,000 788,535,286 315,500,300 0

2,230,635,000

1,055,923,040

0

0

0

0

0

決 算 額

地方公営
企 業 法
第 26 条
の 規 定
に よ る
繰 越 額

継 続 費
逓　　次
繰 越 額

合　計

315,500,300

備　　　考

円

うち仮受消費税 

及び地方消費税 

0

合　　計

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額

70,676,374

円 円 円 円 円 円

315,500,300

継 続 費 逓
次 繰 越 額
に 係 る 財
源 充 当 額

円

0

0

0

0

0

(2)　資本的収入及び支出 　

　　収　　　入

第１款　資本的収入

第１項　企 業 債

第２項　出 資 金

第３項　他 会 計 補 助 金

第４項　補 助 金

第５項　分担金及び負担金

　　支　　　出

第１款　資本的支出

第１項　建 設 改 良 費

第２項　企業債償還金企 業 債 償 還 金

第３項　企業債償還金予 備 費

(3)　特例的収入及び支出（地方公営企業法適用前の下水道事業特別会計及び農業集落排水事業特別会計に係る未収金　　　　  収入及び未払金支出）

　地方公営企業法施行令第4条第4項の規定により当年度に属する債権として整理した上記特別会計の未収金収入

・予算額合計　110,715,000円 ・決算額　110,496,543円

　地方公営企業法施行令第4条第4項の規定により当年度に属する債務として整理した上記特別会計の未払金支出

・予算額合計　247,237,000円 ・決算額　247,236,149円

　資本的収入額が資本的支出額に不足する額 397,442,776円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 16,891,595円、        引継金 81,903,188円及び当年度分損益勘定留保資金 298,647,993円で補てんした。 

0

当初予算額 補正予算額 小　　計

円

1,431,926,000

520,100,000

306,370,000

21,550,000

円

165,670,000

62,600,000

2,500,000

円

1,597,596,000

582,700,000

453,548,000

132,858,000

369,092,000

972,280,000

1,055,930,000

2,500,000

199,925,000

0

0

0

0

00

808,680,000

1,055,930,000

2,500,000

163,600,000

0

0

0

0

円 円

199,925,000 0

流
用
増
減
額

小　計

　　　　　　　　　　予　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　額

区　　　分

区　　　分

0

62,722,000

37,848,000 59,398,000

96,726,000

0

                予　　　　    　　      　　　　　算　　　　　

円

194,920,000

98,100,000

451,048,000

132,858,000

地方公営企
業法第26条
の規定によ
る 繰 越 額
に 係 る 財
源 充 当 額

94,000

1,867,110,000 163,600,000

当初予算額 補正予算額

地方公営
企 業 法
第 26 条
の 規 定
に よ る
繰 越 額

継 続 費
逓　　次
繰 越 額

円 円 円 円

0 2,030,710,000
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(3)　特例的収入及び支出（地方公営企業法適用前の下水道事業特別会計及び農業集落排水事業特別会計に係る未収金　　　　  収入及び未払金支出）

　資本的収入額が資本的支出額に不足する額 397,442,776円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 16,891,595円、        引継金 81,903,188円及び当年度分損益勘定留保資金 298,647,993円で補てんした。 

292,226,250

85,674,132

合　　計

1,792,516,000

680,800,000

453,642,000

132,858,000

465,818,000

59,398,000

0

円

予算額に比べ
決算額の増減

円

△ 345,500,450

△ 386,425,099

決　算　額

円

　　　　　額

△ 143,800,000

1,447,015,550

537,000,000

67,216,901

464,898,267

及び地方消費税 

68,483,431

68,483,431

0

0

円

うち仮払消費税 

備　　　考

0

0

0

0

0

332,040,267

△ 173,591,750

26,276,132

0

0

6,960

2,500,000

315,500,300 68,169,414

1,055,930,000

2,500,000

01,844,458,326

1,172,205,000 788,535,286 315,500,300 0

2,230,635,000

1,055,923,040

0

0

0

0

0

決 算 額

地方公営
企 業 法
第 26 条
の 規 定
に よ る
繰 越 額

継 続 費
逓　　次
繰 越 額

合　計

315,500,300

備　　　考

円

うち仮受消費税 

及び地方消費税 

0

合　　計

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額

70,676,374

円 円 円 円 円 円

315,500,300

継 続 費 逓
次 繰 越 額
に 係 る 財
源 充 当 額

円

0

0

0

0

0

(2)　資本的収入及び支出 　

　　収　　　入

第１款　資本的収入

第１項　企 業 債

第２項　出 資 金

第３項　他 会 計 補 助 金

第４項　補 助 金

第５項　分担金及び負担金

　　支　　　出

第１款　資本的支出

第１項　建 設 改 良 費

第２項　企業債償還金企 業 債 償 還 金

第３項　企業債償還金予 備 費

(3)　特例的収入及び支出（地方公営企業法適用前の下水道事業特別会計及び農業集落排水事業特別会計に係る未収金　　　　  収入及び未払金支出）

　地方公営企業法施行令第4条第4項の規定により当年度に属する債権として整理した上記特別会計の未収金収入

・予算額合計　110,715,000円 ・決算額　110,496,543円

　地方公営企業法施行令第4条第4項の規定により当年度に属する債務として整理した上記特別会計の未払金支出

・予算額合計　247,237,000円 ・決算額　247,236,149円

　資本的収入額が資本的支出額に不足する額 397,442,776円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 16,891,595円、        引継金 81,903,188円及び当年度分損益勘定留保資金 298,647,993円で補てんした。 

0

当初予算額 補正予算額 小　　計

円

1,431,926,000

520,100,000

306,370,000

21,550,000

円

165,670,000

62,600,000

2,500,000

円

1,597,596,000

582,700,000

453,548,000

132,858,000

369,092,000

972,280,000

1,055,930,000

2,500,000

199,925,000

0

0

0

0

00

808,680,000

1,055,930,000

2,500,000

163,600,000

0

0

0

0

円 円

199,925,000 0

流
用
増
減
額

小　計

　　　　　　　　　　予　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　額

区　　　分

区　　　分

0

62,722,000

37,848,000 59,398,000

96,726,000

0

                予　　　　    　　      　　　　　算　　　　　

円

194,920,000

98,100,000

451,048,000

132,858,000

地方公営企
業法第26条
の規定によ
る 繰 越 額
に 係 る 財
源 充 当 額

94,000

1,867,110,000 163,600,000

当初予算額 補正予算額

地方公営
企 業 法
第 26 条
の 規 定
に よ る
繰 越 額

継 続 費
逓　　次
繰 越 額

円 円 円 円

0 2,030,710,000
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円 円 円

下 水 道 使 用 料 714,618,426

他 会 計 負 担 金 86,842,000

そ の 他 営 業 収 益 347,509 801,807,935

管 渠 費 174,107,418

処 理 場 費 155,055,968

普 及 指 導 費 35,178

業 務 費 33,780,228

総 係 費 73,938,114

流 域 下 水 道 費 212,698,251

減 価 償 却 費 1,143,494,138

資 産 減 耗 費 11,045,358 1,804,154,653

1,002,346,718

他 会 計 補 助 金 652,020,000

長 期 前 受 金 戻 入 808,427,785

雑 収 益 78,063,014

補 助 金 9,612,000 1,548,122,799

支 払 利 息 及 び

企 業 債 取 扱 諸 費

雑 支 出 13,316,875 243,465,182 1,304,657,617

302,310,899

そ の 他 特 別 利 益 25,142,781 25,142,781

そ の 他 特 別 損 失 47,445,170 47,445,170 △ 22,302,389

280,008,510

280,008,510

230,148,307

(2)

(2)

２

３

(1)

(2)

(6)

(3)

(8)

営 業 費 用

(4)

(5)

(7)

(1)

【 営 業 損 失 】

２　令和２年度須賀川市下水道事業損益計算書

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

１ 営 業 収 益

(1)

(3)

営 業 外 収 益

５

(1)

(4)

(2)

(3)

営 業 外 費 用４

【 経 常 利 益 】

特 別 利 益

６ 特 別 損 失

(1)

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

(1)

【 当 年 度 純 利 益 】
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国庫補助金 負担金等

322,482,134 55,627,064 55,627,067

 当年度変動額 37,112,186 0 0

67,216,901 0 0

△ 30,104,715 0 0

0 0 0

359,594,320 55,627,064 55,627,067

 当年度期首残高の修正

 剰　　　余　　　金

 当年度末残高

 出資の受入れ

 当年度純利益

 当年度期首残高

     ３　令和２年度須賀川市　下水道事業剰余金計算書

　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　      　　 (令和２年４月１日から    令和３年３月３１日まで)

資　本　金 資　本　剰　余　金 
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国庫補助金 負担金等

322,482,134 55,627,064 55,627,067

 当年度変動額 37,112,186 0 0

67,216,901 0 0

△ 30,104,715 0 0

0 0 0

359,594,320 55,627,064 55,627,067

 当年度期首残高の修正

 剰　　　余　　　金

 当年度末残高

 出資の受入れ

 当年度純利益

 当年度期首残高

     ３　令和２年度須賀川市　下水道事業剰余金計算書

　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　      　　 (令和２年４月１日から    令和３年３月３１日まで)

資　本　金 資　本　剰　余　金 

(単位　円)

資本剰余金
合　計

未処分利益
剰余金

利益剰余金
合　計

111,254,131 0 0 433,736,265

0 280,008,510 280,008,510 317,120,696

0 0 0 67,216,901

0 0 0 △ 30,104,715

0 280,008,510 280,008,510 280,008,510

(当年度未処分利益剰余金)

111,254,131 280,008,510 280,008,510 750,856,961

利　益　剰　余　金

 剰　　　余　　　金

資 本 合 計

     ３　令和２年度須賀川市　下水道事業剰余金計算書

　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　      　　 (令和２年４月１日から    令和３年３月３１日まで)

資　本　剰　余　金 
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(単位　円)

資　本　金 資本剰余金 未処分利益剰余金

359,594,320 111,254,131 280,008,510

0 0 △ 200,000,000

 減債積立金の積立 0 0 △ 200,000,000

(繰越利益剰余金)

80,008,510

４　令和２年度須賀川市下水道事業剰余金処分計算書（案）

 当年度末残高

 議会の議決による処分額

 処分後残高 359,594,320 111,254,131
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円 円 円 円

１

イ

ロ

△ 16,773,183

ハ

△ 896,933,519

ニ

△ 178,433,255

ホ

△ 217,502

ヘ

△ 492,946

ト

イ

イ

［投資その他の資産合計］

２

△ 2,087,764貸 倒 引 当 金

〈 流 動 資 産 合 計 〉

【 資 産 合 計 】

出 捐 金

〈 固 定 資 産 合 計 〉

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

［有形固定資産合計］

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

［無形固定資産合計］

投資その他の資産

工具、器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建　設　仮　勘　定

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

５　令和２年度須賀川市下水道事業貸借対照表

（令和３年３月３１日現在）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額
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円 円 円 円

３

４

イ

ロ

５

イ

△ 186,870,981

ロ

△ 231,252,051

ハ

△ 321,403,253

ニ

△ 22,477,346

ホ

△ 46,424,154

負 担 金 等

収 益 化 累 計 額

〈 繰 延 収 益 合 計 〉

【 負 債 合 計 】

県 補 助 金

収 益 化 累 計 額

他 会 計 補 助 金

収 益 化 累 計 額

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

〈 流 動 負 債 合 計 〉

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

国 庫 補 助 金

収 益 化 累 計 額

引 当 金

賞 与 引 当 金

法定福利費引当金

［ 引 当 金 合 計 ］

その他流動負債

ロ そ の 他 の 企 業 債

［ 企 業 債 合 計 ］

未 払 金

企 業 債

イ 建 設 改 良 費
財 源 充 当 企 業 債

ロ そ の 他 の 企 業 債

［ 企 業 債 合 計 ］

〈 固 定 負 債 合 計 〉

流 動 負 債

イ 建 設 改 良 費
財 源 充 当 企 業 債

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

固 定 負 債

企 業 債
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円 円 円 円

６

７

イ

ロ

イ

〈 剰 余 金 合 計 〉

【 資 本 合 計 】

【 負 債 資 本 合 計 】

負 担 金 等

［ 資 本 剰 余 金 合 計 ］

利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

［ 利 益 剰 余 金 合 計 ］

資　　　　　本　　　　　の　　　　　部

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金
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６ 注 記 事 項 
 
１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 
 
（1）当年度より地方公営企業法を適用し、地方公営企業会計基準による財務諸表等を作成している。 
 
（2）資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品 移動平均法による原価法 
 
（3）固定資産の減価償却の方法 

ア 有形固定資産 定額法による。 
イ 無形固定資産 定額法による。 

 
（4）引当金の計上方法 

ア 退職給付引当金 
職員の退職手当は、「退職手当負担に関する協定書」に基づき、一般会計がその全部を負担 

することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。 
イ 賞与引当金 

職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、 
当年度の負担に属する額を計上している。 

ウ 法定福利費引当金 
職員の期末手当・勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出 

見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 
エ 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上して 
いる。 
 

（5）消費税及び地方消費税の会計処理 
 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。 

 
２ セグメント情報に関する注記 
 
（1）報告セグメントの概要 

下水道事業会計は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業及び農業集落排水事業を運営

しており、各事業で運営方針等を決定していることから、公共下水道事業、特定環境保全公共下水

道事業及び農業集落排水事業の つを地方公営企業法施行規則第 条に基づく報告セグメントと

している。 
なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 
 

事業区分 事業の内容 
公共下水道事業 市街化区域の汚水を処理するための施設 
特定環境保全公共下水道事業 水質保全上特に必要な地区の汚水を処理するための施設 
農業集落排水事業 農業振興地域内の汚水を処理するための施設 
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（2）報告セグメントごとの営業収益等 

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）  （単位 円）

項目 公共下水道事業
特定環境保全

公共下水道事業
農業集落排水事業 合計

営業収益

営業費用

営業損益 △ △ △ △

営業外収益

営業外費用

経常損益 △

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

一般会計繰入金

（収益的収入）

（資本的収入）

減価償却費

特別利益

特別損失

うち減損損失

有形固定資産及び

無形固定資産の増

加額
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令令  和和  ２２  年年  度度  

  

  

  

  

  

  

事事    業業    報報    告告    書書  
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令和２年度須賀川市下水道事業報告書 

 

１ 概  況 

(1) 総 括 事 項 

本市の下水道事業については、本年度より公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事

業、農業集落排水事業を 1 つの会計として地方公営企業法を適用し、持続可能な経営基盤

の強化に取り組んでいるところです。 

ア 接 続 状 況 

本年度の接続件数は、17,586件で、前年度に比べ 119件（0.68％）の増となりました。 

年間総処理場流入量は 4,457,560㎥で、前年度に比べ 172,680㎥（3.73％）の減とな

りました。 

年間総有収水量は 4,495,006㎥で、前年度に比べ 19,671㎥（0.44％）の減となりまし

た。 

イ 経営の収支状況 

本年度の収益的収支は、収入総額が 2,375,073,515 円（税込収入総額 2,448,942,639

円）で、下水道使用料 714,618,426円や他会計補助金 652,020,000円などによります。 

また、支出総額は 2,095,065,005円（税込支出総額 2,151,931,493円）で、減価償却

費 1,143,494,138 円や管渠費 174,107,418 円などになります。この結果、収支差引額

280,008,510円が当年度純利益となりました。 

資本的収支は、収入総額 1,447,015,550円（税込）に対して、支出総額は 1,844,458,326

円（税込）となり、397,442,776 円の収支不足額が生じましたが、これについては、当

年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 16,891,595円、引継金 81,903,188円及

び当年度分損益勘定留保資金 298,647,993円の補てんにより対応しました。 

なお、本年度の確定消費税及び地方消費税額は、16,628,300円の納付となりました。 

ウ 建設改良工事の状況 

建設改良工事は、公共下水道 和田道準幹線（その 15）工事をはじめ、汚水管渠の新

設や農業集落排水処理施設機能強化事業 大久保地区 中継ポンプ施設新設工事など

34件（令和 3年度への繰越を除く）を実施しました。（管路工事延長 3,604.7ｍ） 
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　(3)　行政官庁認可事項

　(4)　職員に関する事項

　　　 令和3年3月31日現在の下水道事業における上下水道部の職員数は29名であり、内訳は次のとおりである。

議案第５ ７号 専決処分の承認を求めることについて

福 島 県 県 中
建 設 事 務 所 長

議案第９ ３号

議案第５ ５号

令和２年度須賀川市下水道事業会計補正予算（第３号）

計

道路占用許可申請                        2 件令和2. 8.13 令和2. 8.20

(単位　人)

備　考事務職員

計

道路占用許可申請                        1 件 令和2. 8.22
福 島 県 県 中
建 設 事 務 所 長

部　　長

技術職員

須賀川市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正
する条例

令和２年度須賀川市下水道事業会計補正予算（第２号）

議案第１ ６号

その他の職員

議決年月日

令和令和

経 営 課

下　水 道 施 設 課

提出年月日

区　分

件　　　　　名

　(2)　議会議決事項

番　号

報告第１ １号
令和元年度須賀川市一般会計及び特別会計予算繰越明許費の繰越しに
ついて

議 案 第 ３ 号

令和３年度須賀川市下水道事業会計予算

件　　　　　名

令和2. 8.18

議案第１０７号

許可年月日申請年月日 申　請　先

令和２年度須賀川市下水道事業会計補正予算（第４号）



― 20 ―

番号 工　　事　　名 施　　工　　内　　容 工　事　費 着工年月日 竣工年月日

円 令和 令和

公共下水道　鹿島マンホールポ
ンプ場災害復旧工事
【令和元年度～令和2年度】

マンホールポンプ制御盤復旧
工　N=1面

公共下水道　西舘マンホールポ
ンプ場災害復旧工事
【令和元年度～令和2年度】

マンホールポンプ制御盤復旧
工　N=1面

公共下水道　古屋敷左岸内水排
水処理施設電気設備　単独災害
復旧工事
【令和元年度～令和2年度】

内水位計外電気設備復旧工
N=1式

古屋敷右岸内水排水処理施設災
害復旧耐水化工事
【令和元年度～令和2年度】

耐水化工
　防水壁　L=8.8m
　防水板　N=1箇所

古屋敷右岸内水排水処理施設電
気設備災害復旧工事
【令和元年度～令和2年度】

電気設備復旧工　N=1式

公共下水道 汚水桝設置(その1)
工事

汚水桝設置工　N=20箇所

公共下水道 並木町枝線(その1)
工事

管路工　L=35.5ｍ
マンホール工　N=2箇所

公共下水道 和田道準幹線(その
15)工事

管路工　L=118.3ｍ
マンホール工　N=5箇所
公共桝工　N=10箇所

公共下水道 辰根沢準幹線(その
8)工事

管路工　L=213.4m
マンホール工　N=4箇所
小型マンホール工　N=2箇所
公共桝工　N=26箇所

公共下水道 汚水桝設置(その2)
工事

汚水桝設置工　N=20箇所

公共下水道 朝日田準幹線(その
12)工事

管路工　L=141.8ｍ
公共桝工　N=16箇所

公共下水道 朝日田準幹線(その
13)工事

管路工　L=224.5ｍ
マンホール工　N=4箇所
小型マンホール工　N=6箇所
公共桝工　N=20箇所

２　工　　事

　(1)　建設改良工事の概況
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番号 工　　事　　名 施　　工　　内　　容 工　事　費 着工年月日 竣工年月日

円 令和 令和

公共下水道 北向準幹線舗装本
復旧(その2)工事

舗装工　A=1850.9㎡

公共下水道辰根沢準幹線(その
10)工事

管路工　L=212.4ｍ
マンホール工　N=8箇所

公共下水道 朝日田準幹線(その
14)工事

管路工　L=208.4ｍ
小型マンホール工　N=2箇所
公共桝工　N=13箇所

公共下水道 狐石準幹線(その6)
工事

管路工　L=207ｍ
1号マンホール工　N=3箇所
小型マンホール工　N=6箇所
公共桝工　N=22箇所

公共下水道狐石準幹線(その7)
工事

管路工　L=259.9ｍ
マンホール工　N=7箇所
小型マンホール工　N=2箇所
公共桝工　N=7箇所

農業集落排水処理施設機能強化
事業　大久保地区　中継ポンプ
施設新設工事

中継ポンプ工　N=1箇所

農業集落排水処理施設機能強化
事業　大久保地区　管路布設工
事

管路工　L=788.9ｍ

公共下水道 辰根沢準幹線(その
9)工事

管路工　L=313.6m
1号マンホール工　N=5箇所
小型マンホール工　N=2箇所
公共桝工　N=25箇所

公共下水道 狐石準幹線(その8)
工事

管路工　L=226.3m
1号マンホール　N=5箇所
小型マンホール　N=1箇所
公共桝工　N=3箇所

公共下水道 狐石準幹線(その9)
工事

管路工　L=254.8ｍ
1号マンホール工　N=5箇所
小型マンホール工　N=1箇所
公共桝工　N=7箇所

公共下水道 北向準幹線(その
11)工事

管路工　L=259.9ｍ
1号マンホール工　N=6箇所
小型マンホール工　N=3箇所
公共桝工　N=10箇所

公共下水道 汚水桝設置箇所舗
装本復旧(その1)工事

舗装工　A=260.9㎡

公共下水道 汚水桝設置箇所舗
装本復旧(その2)工事

舗装工　A=343.2㎡
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番号 工　　事　　名 施　　工　　内　　容 工　事　費 着工年月日 竣工年月日

円 令和 令和

公共下水道 狐石準幹線(その
10)工事

管路工　L=140ｍ
1号マンホール工　N=2箇所
小型マンホール工　N=4箇所
公共桝工　N=16箇所

公共下水道　朝日田枝線外舗装
本復旧工事

舗装工　A=381.2㎡

公共下水道 朝日田準幹線舗装
本復旧(その2)工事

舗装工　A=1,269㎡

公共下水道 汚水桝設置(その3)
工事

汚水桝設置工　N=22箇所

公共下水道 狐石枝線舗装本復
旧(その1)工事

舗装工　A=225.3㎡

公共下水道 和田道準幹線舗装
本復旧(その8)工事

舗装工　A=1,136.5㎡

公共下水道 和田道準幹線舗装
本復旧(その9)工事

舗装工　舗装工　A=520.7㎡

公共下水道　和田道枝線舗装本
復旧工事

舗装工　A=173.1㎡

農業集落排水処理施設機能強化
事業 大久保地区 舗装本復旧
(その1)工事

舗装工　A=1,057㎡

西部2号雨水幹線内水排水処理
施設整備(その1)工事
【令和3年度へ繰越】

機械設備据付工
　全速全水位型横軸水中ポン
プ　N=2台
　ステンレス鋼板製ローラ
ゲート　N=1門

農業集落排水処理施設機能強化
事業　大久保地区　汚水処理施
設電気設備工事
【令和3年度へ繰越】

電気設備据付　N=1式

農業集落排水処理施設機能強化
事業　大久保地区　汚水処理施
設土木付帯工事
【令和3年度へ繰越】

水槽内防食被覆工　N=1式
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　(2)　保存工事の概況

番号 工　　事　　名 施　　工　　内　　容 工　事　費 着工年月日 竣工年月日

円 令和 令和

農業集落排水　今泉地区舗装修
繕工事

舗装工　A=362.3㎡

公共下水道 路上桝撤去(その1)
工事

路上桝撤去工　N=21箇所

公共下水道 路上桝撤去(その2)
工事

路上桝撤去工　N=32箇所

公共下水道 路上桝撤去(その3)
工事

路上桝撤去工　N=27箇所

農業集落排水　大久保地区舗装
修繕工事

舗装工　A=458.3㎡

農業集落排水　稲・松塚清流セ
ンター　水中撹拌機修繕工事

水中撹拌機修繕　N=1式

公共下水道　山寺2号マンホー
ルポンプ　汚水ポンプ修繕工事

汚水ポンプ修繕　N=1式

公共下水道 路上桝撤去(その4)
工事

桝撤去工　N=18箇所

農業集落排水　大桑原地区外舗
装修繕工事

舗装工　A=218.4㎡
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３　業　　　務

　(2)  事業収入に関する事項

他 会 計 負 担 金

合　　　　計

そ の 他 特 別 利 益

特　別　利　益

雑 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

補 助 金

他 会 計 補 助 金

営  業  外  収  益

そ の 他 営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

営　 業 　収　 益

科　　　目
令和２年度
収　　 益

令和元年度
収　　　益

比　　　　較

金　額 率

（　）書きは消費税及び地方消費税込みの額である。

△0.44%

4,514,677㎥

(単位　円・％)

年 度 末 接 続 件 数

4,457,560㎥

385,853㎥ △14,390㎥ △3.73%

△0.44%

17,467件 119件

4,630,240㎥ △172,680㎥ △3.73%年 間 総 処 理 場 流 入 量

17,586件

　(1)  業　務　量

令和元年度
比　　　較

増　減 率
令和２年度事　　　項

△19,671㎥

376,223㎥ △1,639㎥

１ か 月 平 均 汚 水 量

年 間 総 有 収 水 量

１ か 月 平 均 有 収 水 量

371,463㎥

4,495,006㎥

374,584㎥
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(1,857,567,911) -

1,804,154,653 - 86.11

(187,776,380) -

174,107,418 - 8.31

(169,676,641) -

155,055,968 - 7.40

(38,390) -

35,178 - 0.00

(37,139,635) -

33,780,228 - 1.61

(74,429,298) -

73,938,114 - 3.53

(233,968,071) -

212,698,251 - 10.15

(1,143,494,138) -

1,143,494,138 - 54.58

(11,045,358) -

11,045,358 - 0.53

(246,918,412) -

243,465,182 - 11.63

(230,148,307) -

230,148,307 - 10.99

(16,628,300) -

- -

(141,805) -

13,316,875 - 0.64

(47,445,170) -

47,445,170 - 2.26

(47,445,170) -

47,445,170 - 2.26

(2,151,931,493) -

2,095,065,005 - 100.00

-

-

-

-

--

-

-

--

-

-

-

-

- (100.00)

-

- -

-

-

-

-

（　）書きは消費税及び地方消費税込みの額である。

そ の 他 特 別 損 失
-

合　　　計
-

特　別　損　失
- - (2.20)

- -

雑 支 出
- - (0.01)

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

- - (0.77)

-

営 業 外 費 用
- - (11.48)

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

- - (10.70)

資 産 減 耗 費
- - (0.51)

--

減 価 償 却 費
- - (53.14)

--

(3.46)

業 務 費
- - (1.73)

(0.00)

流 域 下 水 道 費
- - (10.87)

総 係 費
- -

-

処 理 場 費
- -

普 及 指 導 費
- -

-

営　業　費　用
- - (86.32)

管 渠 費
-

　(3)  事業費に関する事項

（単位　円・％）

科　　　目
令和２年度
事   業   費

令和元年度
事　業　費

比　　　　較 令和２年度
構　　　成　　　　比　　　率

-

金　額 率

- (8.73)

(2.20)

(7.88)

-

-

-
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番号 契約年月日 契約金額 契　　約　　内　　容 契約の相手方

令和 円

公共下水道 並木町枝線(その1)工事
松本建設工業㈱
代表取締役　松本新太郎

公共下水道 和田道準幹線(その15)工事
㈱関根興業
代表取締役　関根秀雄

公共下水道 辰根沢準幹線(その8)工事
㈲影山建設工業所
代表取締役　影山久明

公共下水道 汚水桝設置(その2)工事
只野建設㈲
代表取締役　只野政則

農業集落排水　今泉地区舗装修繕工事
㈲ホーユー工業
代表取締役　川田雄二

公共下水道 朝日田準幹線(その12)工事
㈱西間木工業所
代表取締役　西間木常美

公共下水道 朝日田準幹線(その13)工事
笠原工業㈱
代表取締役　笠原賢二

公共下水道 北向準幹線舗装本復旧(その2)工事
丸源道路㈱
代表取締役　西藤昇

公共下水道辰根沢準幹線(その10)工事
㈱渡辺建設
代表取締役　渡辺正広

公共下水道 朝日田準幹線(その14)工事
㈲松川建設工業
代表取締役　松川利春

公共下水道 狐石準幹線(その6)工事
笠原工業㈱
代表取締役　笠原賢二

公共下水道狐石準幹線(その7)工事
㈱西間木工業所
代表取締役　西間木常美

農業集落排水処理施設機能強化事業　大久保地区
中継ポンプ施設新設工事

㈱共設
代表取締役　熊田良

公共下水道 汚水桝設置(その1)工事
㈱関根興業
代表取締役　関根秀雄

４　 会　　計

　 (1)　 重要契約の要旨

　　　 ア　 物品購入等の契約（1件 300千円以上）

　　　 　　 な　　し

　　　 イ　 工事関係等の契約

　　　　(ｱ)   工事契約（入札に付したもの）
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番号 契約年月日 契約金額 契　　約　　内　　容 契約の相手方

令和 円

公共下水道 並木町枝線(その1)工事
松本建設工業㈱
代表取締役　松本新太郎

公共下水道 和田道準幹線(その15)工事
㈱関根興業
代表取締役　関根秀雄

公共下水道 辰根沢準幹線(その8)工事
㈲影山建設工業所
代表取締役　影山久明

公共下水道 汚水桝設置(その2)工事
只野建設㈲
代表取締役　只野政則

農業集落排水　今泉地区舗装修繕工事
㈲ホーユー工業
代表取締役　川田雄二

公共下水道 朝日田準幹線(その12)工事
㈱西間木工業所
代表取締役　西間木常美

公共下水道 朝日田準幹線(その13)工事
笠原工業㈱
代表取締役　笠原賢二

公共下水道 北向準幹線舗装本復旧(その2)工事
丸源道路㈱
代表取締役　西藤昇

公共下水道辰根沢準幹線(その10)工事
㈱渡辺建設
代表取締役　渡辺正広

公共下水道 朝日田準幹線(その14)工事
㈲松川建設工業
代表取締役　松川利春

公共下水道 狐石準幹線(その6)工事
笠原工業㈱
代表取締役　笠原賢二

公共下水道狐石準幹線(その7)工事
㈱西間木工業所
代表取締役　西間木常美

農業集落排水処理施設機能強化事業　大久保地区
中継ポンプ施設新設工事

㈱共設
代表取締役　熊田良

公共下水道 汚水桝設置(その1)工事
㈱関根興業
代表取締役　関根秀雄

４　 会　　計

　 (1)　 重要契約の要旨

　　　 ア　 物品購入等の契約（1件 300千円以上）

　　　 　　 な　　し

　　　 イ　 工事関係等の契約

　　　　(ｱ)   工事契約（入札に付したもの）

番号 契約年月日 契約金額 契　　約　　内　　容 契約の相手方

令和 円

公共下水道 路上桝撤去(その1)工事
新道建設㈱
代表取締役　酒井達雄

公共下水道 路上桝撤去(その2)工事
㈱橋本組
代表取締役　橋本和直

公共下水道 辰根沢準幹線(その9)工事
㈱吉田工務店
代表取締役　吉田健一

公共下水道 路上桝撤去(その3)工事
只野建設㈲
代表取締役　只野政則

農業集落排水　大久保地区舗装修繕工事
㈲田村建設
代表取締役　田村善文

公共下水道 狐石準幹線(その8)工事
㈱赤羽組
代表取締役　赤羽隆

公共下水道 狐石準幹線(その9)工事
松本建設工業㈱
代表取締役　松本新太郎

公共下水道 北向準幹線(その11)工事
㈱渡辺建設
代表取締役　渡辺正広

公共下水道　汚水桝設置箇所舗装本復旧（その1）工
事

只野建設㈲
代表取締役　只野政則

公共下水道 汚水桝設置箇所舗装本復旧(その2)工事
松本建設工業㈱
代表取締役　松本新太郎

公共下水道 狐石準幹線(その10)工事
只野建設㈲
代表取締役　只野政則

公共下水道　朝日田枝線外舗装本復旧工事
㈱榊原工業
代表取締役　榊原功城

公共下水道 朝日田準幹線舗装本復旧(その2)工事
只野建設㈲
代表取締役　只野政則

公共下水道 汚水桝設置(その3)工事
松本建設工業㈱
代表取締役　松本新太郎

公共下水道　山寺2号マンホールポンプ　汚水ポンプ
修繕工事

㈱ひまわり
代表取締役　佐藤博

公共下水道 路上桝撤去(その4)工事
㈱橋本組
代表取締役　橋本和直

農業集落排水処理施設機能強化事業　大久保地区
管路布設工事

㈲田村建設
代表取締役　田村善文
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番号 契約年月日 契約金額 契　　約　　内　　容 契約の相手方

令和 円

公共下水道 和田道準幹線舗装本復旧(その8)工事
㈲影山建設工業所
代表取締役　影山久明

公共下水道 和田道準幹線舗装本復旧(その9)工事
㈱橋本組
代表取締役　橋本和直

公共下水道　和田道枝線舗装本復旧工事
松本建設工業㈱
代表取締役　松本新太郎

農業集落排水処理施設機能強化事業 大久保地区 舗
装本復旧(その1)工事

㈲田村建設
代表取締役　田村善文

西部2号雨水幹線内水排水処理施設整備(その1)工事
㈱石垣
東北支店
支店長　片山浩司

農業集落排水処理施設機能強化事業　大久保地区
汚水処理施設電気設備工事

㈱ニイダテック
代表取締役　仁井田敦朗

農業集落排水処理施設機能強化事業　大久保地区
汚水処理施設土木付帯工事

㈲田村建設
代表取締役　田村善文

番号 契約年月日 契約金額 契　　約　　内　　容 契約の相手方

令和 円

農業集落排水処理施設水質検査業務委託
㈱新環境分析センター
福島県分析センター
センター長　薄井孝之

雨水幹線除草業務委託
村越建設工業㈱
代表取締役　村越裕一

西部2号雨水幹線内水排水処理施設実施設計(その2)
業務委託

大日本コンサルタント㈱
福島事務所
所長　小椋幹一

須賀川市下水道事業計画変更業務委託
㈱ＮＪＳ
福島出張所
所長　新井山幹樹

公共下水道　狐石準幹線実施設計業務委託
㈱大進精測
代表取締役　人見達男

公共下水道　台帳整備業務委託
㈱郡山測量設計社
代表取締役　野中春夫

下の川浚渫業務委託
松本建設工業㈱
代表取締役　松本新太郎

公共下水道 狐石枝線舗装本復旧(その1)工事
㈲影山建設工業所
代表取締役　影山久明

　　　(ｲ)   委託業務関係の契約　（入札に付したもの）

公共下水道処理施設水質検査業務委託
協和産業㈱
代表取締役　佐藤徹也
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番号 契約年月日 契約金額 契　　約　　内　　容 契約の相手方

令和 円

公共下水道 和田道準幹線舗装本復旧(その8)工事
㈲影山建設工業所
代表取締役　影山久明

公共下水道 和田道準幹線舗装本復旧(その9)工事
㈱橋本組
代表取締役　橋本和直

公共下水道　和田道枝線舗装本復旧工事
松本建設工業㈱
代表取締役　松本新太郎

農業集落排水処理施設機能強化事業 大久保地区 舗
装本復旧(その1)工事

㈲田村建設
代表取締役　田村善文

西部2号雨水幹線内水排水処理施設整備(その1)工事
㈱石垣
東北支店
支店長　片山浩司

農業集落排水処理施設機能強化事業　大久保地区
汚水処理施設電気設備工事

㈱ニイダテック
代表取締役　仁井田敦朗

農業集落排水処理施設機能強化事業　大久保地区
汚水処理施設土木付帯工事

㈲田村建設
代表取締役　田村善文

番号 契約年月日 契約金額 契　　約　　内　　容 契約の相手方

令和 円

農業集落排水処理施設水質検査業務委託
㈱新環境分析センター
福島県分析センター
センター長　薄井孝之

雨水幹線除草業務委託
村越建設工業㈱
代表取締役　村越裕一

西部2号雨水幹線内水排水処理施設実施設計(その2)
業務委託

大日本コンサルタント㈱
福島事務所
所長　小椋幹一

須賀川市下水道事業計画変更業務委託
㈱ＮＪＳ
福島出張所
所長　新井山幹樹

公共下水道　狐石準幹線実施設計業務委託
㈱大進精測
代表取締役　人見達男

公共下水道　台帳整備業務委託
㈱郡山測量設計社
代表取締役　野中春夫

下の川浚渫業務委託
松本建設工業㈱
代表取締役　松本新太郎

公共下水道 狐石枝線舗装本復旧(その1)工事
㈲影山建設工業所
代表取締役　影山久明

　　　(ｲ)   委託業務関係の契約　（入札に付したもの）

公共下水道処理施設水質検査業務委託
協和産業㈱
代表取締役　佐藤徹也

番号 契約年月日 契約金額 契　　約　　内　　容 契約の相手方

令和 円

須賀川市内水ハザードマップ作成業務委託（その1）
㈱ＮＪＳ
福島出張所
所長　新井山幹樹

公共下水道　マンホールポンプ保守点検業務委託
【長期継続契約】

㈱ひまわり
代表取締役　佐藤博

公共下水道処理施設　維持管理業務委託
【長期継続契約】

㈱ひまわり
代表取締役　佐藤博

保土原地区外　農業集落排水処理施設　維持管理業
務委託
【長期継続契約】

㈱トーカン
代表取締役　松尾茂

岩渕泉田地区外　農業集落排水処理施設　維持管理
業務委託
【長期継続契約】

㈱鐶エスアール工業
代表取締役　小野寺美樹

長沼第1地区　農業集落排水処理施設　維持管理業務
委託
【長期継続契約】

㈱人輝エンジニアリングサービス
代表取締役　海村清富

長沼第2地区　農業集落排水処理施設　維持管理業務
委託
【長期継続契約】

㈱ひまわり
代表取締役　佐藤博

岩瀬東部地区　農業集落排水処理施設　維持管理業
務委託
【長期継続契約】

須賀川地方クリーン事業協同組合
代表理事　小野寺仁

岩瀬西部地区　農業集落排水処理施設　維持管理業
務委託
【長期継続契約】

クボタ環境衛生㈱
須賀川支店
代表取締役　小野寺仁

人孔目視調査業務委託
㈱ひまわり
代表取締役　佐藤博
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　　 イ  一時借入金の概況

　　　　 な　　し

      ア  企業債の概況

円円

当 年 度
支払利息

年度末残高
当　年　度
元金償還高

当年度増加額期首残高

1,055,923,040

財 務 省

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

須賀川信用金庫

計

4,927,086,295

7,922,890,489

519,687,500

14,541,034,167

郵便貯金・簡易
生命保険管理機構

13,843,011,127

107,362,468

103,081,666

1,053,921

230,148,307

60,300,000

275,700,000

21,900,000

357,900,000

435,555,082 4,551,831,213

7,786,954,993

501,562,500

411,635,496

40,025,000

　(2)　 企業債及び一時借入金の概況

借 入 先

円円円

0 11,874,000

東 邦 銀 行 251,960,524 0 103,966,908 147,993,616 1,128,857

福島県商工信用組合 35,630,000

福島県下水道公社 1,630,000 0 1,100,000 530,000 0

882,149,359 0 51,766,554 830,382,805 17,426,654

23,756,000 94,741
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  (3)　資産の譲渡等の対価以外の収入の使途について

　　 ア　収益的収入予算の受託工事収益 9,313,800円については、消火栓新設・移設工事費（課税ア 収益的収入予算の他会計負担金 円については、委託料等 課税仕入れ に

　　 ア　収益的収入予算の受託工事収益 9,313,800円については、消火栓新設・移設工事費（課税イ 収益的収入予算の他会計補助金 円については、委託料等 課税仕入れ に

ウ 収益的収入予算の営業外収益・雑収益のうち 円については、原子力発電所事故対

エ 収益的収入予算の補助金 9,612,000円については、委託料(課税仕入れ)に全額(特定収入)充当

オ 資本的収入予算の企業債 円については、資本的支出補てん額 不課税仕入れ に

カ 資本的収入予算の他会計出資金 円については、資本的支出補てん額 不課税仕入

キ 資本的収入予算の他会計補助金 円については、企業債償還金等 不課税仕入れ

　 　エ　収益的収入予算の営業外収益・雑収益 のうち25,947,429円については、不用品売却原価等ク 資本的収入予算の国庫補助金 円及び県補助金 円については、管渠建

　 　オ　資本的収入予算の企業債 550,100,000円については、資本的支出補てん額（不課税仕入れ）ケ 資本的収入予算の受益者分担金 円及び受益者負担金 円については、

　 　オ　資本的収入予算の企業債 550,100,000円については、資本的支出補てん額（不課税仕入れ）コ 資本的収入予算の一般会計負担金 円については、企業債償還金等 不課税仕入れ

した。

れ)に全額(特定収入以外)充当した。

円 特定収入 、企業債利息等 非課税仕入れ に 円 特定収入以外 、

全額(特定収入以外)充当した。

円 特定収入 、企業債利息等 非課税仕入れ に 円 特定収入以外 、

職員給与費等(不課税仕入れ）に50,658,069円(特定収入以外)それぞれ充当した。

応に要した委託料(課税仕入れ)に全額（特定収入）充当した。

職員給与費等(不課税仕入れ）に317,965,432円(特定収入以外)それぞれ充当した。

企業債償還金(不課税仕入れ)に全額（特定収入以外）充当した。

設改良工事等(課税仕入れ)に全額(特定収入)充当した。

に464,682,267（特定収入）、職員給与費(不課税仕入れ)に216,000円(特定収入以外)充当した。

に47,914,832円（特定収入）、職員給与費(不課税仕入れ)に336,000円(特定収入以外)充当した。
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令令  和和  ２２  年年  度度  

  

  

  

  

  

  

政政令令でで定定めめるるそそのの他他のの書書類類  
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１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

固定資産除却費

支払利息及び企業債取扱諸費

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

その他流動負債の増減額（△は減少）

小計

支払利息及び企業債取扱諸費

業務活動によるキャッシュ・フロー

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

無形固定資産の取得による支出

国庫補助金等による収入

一般会計または他の特別会計からの繰入金による収入

受益者分担金及び受益者負担金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

他会計からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高

資金期末残高

1,143,494,138

１　令和２年度須賀川市下水道事業キャッシュ・フロー計算書

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

(単位 円)

280,008,510

10,593,216

△ 808,427,785

11,045,358

△ 31,037,252

595,651

230,148,307

847,843,416

△ 230,148,307

617,695,109

37,880,100

11,423,273

122,579,492

218,642,794

341,222,286

67,216,901

△ 630,806,139

△ 616,686,423

△ 8,046,758

234,392,228

488,151,375

135,690,522

357,900,000

△ 1,055,923,040
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収　　益（消費税及び地方消費税抜き） （単位　円）

金　　額 備　　考

下水道事業収益

営業収益

下水道使用料

下水道使用料

他会計負担金

一般会計負担金

その他営業収益

手数料

雑収益

営業外収益

他会計補助金

一般会計補助金

長期前受金戻入

国庫補助金

県補助金

他会計補助金

受贈財産評価額

工事負担金

雑収益

延滞金

その他雑収益

補助金

国庫補助金

特別利益

その他特別利益

その他特別利益

　２　収益費用明細書

款 項 目 節



― 36 ―

費　　用（消費税及び地方消費税抜き） （単位　円）

金　　額

下水道事業費用

営業費用

管渠費

給料 予算額

手当等 予算額

賞与引当金
繰入額

予算額

報酬 予算額

法定福利費 予算額

法定福利費
引当金繰入額

予算額

旅費

備消品費

燃料費

通信運搬費

委託料

手数料

賃借料

修繕費

動力費

材料費 

保険料

補償金

負担金

公課費

処理場費

給料 予算額

手当等 予算額

賞与引当金
繰入額

予算額

報酬 予算額

法定福利費 予算額

法定福利費
引当金繰入額

予算額

旅費

備消品費

燃料費

款 項 目 節 備　　考
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（単位　円）

金　　額

光熱水費

通信運搬費

委託料

手数料

修繕費

動力費

薬品費

保険料

普及指導費

備消品費

印刷製本費

補助金

業務費

印刷製本費

通信運搬費

委託料

賃借料

負担金

総係費

給料 予算額

手当等 予算額

賞与引当金
繰入額

予算額

法定福利費 予算額

法定福利費
引当金繰入額

予算額

報償費

備消品費

印刷製本費

委託料

手数料

賃借料

負担金

貸倒引当金
繰入額

流域下水道費

款 項 目 節 備　　考
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土 地

建 物

構 築 物

機 械 及 び
装 置

車 両
運 搬 具

工具、器具
及 び 備 品

建 設
仮 勘 定

計

　３　固定資産明細書

　　(1) 有形固定資産明細書

資産の
種　類

年度当初
現 在 高

当 年 度
増 加 額

当 年 度
減 少 額

年 度 末
現 在 高

減価償却累計額 年 度 末
償　  却
未 済 高

備考
当 年 度
増 加 額

当 年 度
減 少 額

累　計

円 円 円 円 円 円 円 円

111,254,131 0 0 111,254,131 0 0 0 111,254,131

654,825,734 0 0 654,825,734 16,773,183 0 16,773,183 638,052,551

31,740,941,254 452,372,648 0 32,193,313,902 896,933,519 0 896,933,519 31,296,380,383

1,743,563,170 183,958,688 11,045,358 1,916,476,500 178,433,255 0 178,433,255 1,738,043,245

1,455,840 52,980 0 1,508,820 217,502 0 217,502 1,291,318

2,958,843 0 0 2,958,843 492,946 0 492,946 2,465,897

0 107,757,826 0 107,757,826 0 0 0 107,757,826

34,254,998,972 744,142,142 11,045,358 34,988,095,756 1,092,850,405 0 1,092,850,405 33,895,245,351

　　(2) 無形固定資産明細書

資 産 の 種 類
年度当初
現 在 高

当　年　度
増　加　額

当　年　度
減　少　額

当　年　度
減価償却高

年　度　末
現　在　高

備　　考

円 円 円 円 円

計 662,834,637 8,046,758 0 50,643,733 620,237,662

施　設　利　用　権 662,834,637 8,046,758 0 50,643,733 620,237,662

（単位　円）

金　　額

負担金

減価償却費

有形固定資産
減価償却費

無形固定資産
減価償却費

資産減耗費

固定資産除却費

営業外費用

支払利息及び
企業債取扱諸費

企業債利息

雑支出

その他雑支出

特別損失

その他特別損失

その他特別損失

手当等 予算額

法定福利費 予算額

貸倒引当金
繰入額
(法適用前)

款 項 目 節 備　　考
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土 地

建 物

構 築 物

機 械 及 び
装 置

車 両
運 搬 具

工具、器具
及 び 備 品

建 設
仮 勘 定

計

　３　固定資産明細書

　　(1) 有形固定資産明細書

資産の
種　類

年度当初
現 在 高

当 年 度
増 加 額

当 年 度
減 少 額

年 度 末
現 在 高

減価償却累計額 年 度 末
償　  却
未 済 高

備考
当 年 度
増 加 額

当 年 度
減 少 額

累　計

円 円 円 円 円 円 円 円

111,254,131 0 0 111,254,131 0 0 0 111,254,131

654,825,734 0 0 654,825,734 16,773,183 0 16,773,183 638,052,551

31,740,941,254 452,372,648 0 32,193,313,902 896,933,519 0 896,933,519 31,296,380,383

1,743,563,170 183,958,688 11,045,358 1,916,476,500 178,433,255 0 178,433,255 1,738,043,245

1,455,840 52,980 0 1,508,820 217,502 0 217,502 1,291,318

2,958,843 0 0 2,958,843 492,946 0 492,946 2,465,897

0 107,757,826 0 107,757,826 0 0 0 107,757,826

34,254,998,972 744,142,142 11,045,358 34,988,095,756 1,092,850,405 0 1,092,850,405 33,895,245,351

　　(2) 無形固定資産明細書

資 産 の 種 類
年度当初
現 在 高

当　年　度
増　加　額

当　年　度
減　少　額

当　年　度
減価償却高

年　度　末
現　在　高

備　　考

円 円 円 円 円

計 662,834,637 8,046,758 0 50,643,733 620,237,662

施　設　利　用　権 662,834,637 8,046,758 0 50,643,733 620,237,662
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　（１）　財　務　省

当年度償還高 償還高累計

円 円 円 円 円 年％
建 設 改 良 費
財源充当企業債 平成 5. 5. 7  令和

〃

〃

〃

〃

〃 　6. 3

〃 　6. 9

〃

〃

〃

〃 　7. 3

〃 　7. 3

〃 　7. 3

〃 　8. 3

〃 　8. 3

〃 　8. 3

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

発行価額 利率
償還
終期

備考

年月

４　企業債明細書

種類
発　行
年月日

発行総額
償　　還　　高

未償還残高
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当年度償還高 償還高累計

円 円 円 円 円 年％
建 設 改 良 費
財源充当企業債

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

備考

年月

種類
発　行
年月日

発行総額
償　　還　　高

未償還残高 発行価額 利率
償還
終期
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当年度償還高 償還高累計

円 円 円 円 円 年％

そ の 他

〃

〃

〃

〃  令和

　（２）　郵便貯金・簡易生命保険管理機構

当年度償還高 償還高累計

円 円 円 円 円 年％
建 設 改 良 費
財源充当企業債 平成12. 1. 7 令和11.  9

〃

〃

〃

〃

〃

〃

年月

利率
償還
終期

種類
発　行
年月日

発行総額
償　　還　　高

未償還残高 発行価額 利率
償還
終期

備考

計

計

備考

年月

種類
発　行
年月日

発行総額
償　　還　　高

未償還残高 発行価額
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　（３）　地方公共団体金融機構

当年度償還高 償還高累計

円 円 円 円 円 年％
建 設 改 良 費
財源充当企業債  平成 令和 5. 3

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

年月

発行価額 利率
償還
終期

備考種類
発　行
年月日

発行総額
償　　還　　高

未償還残高
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当年度償還高 償還高累計

円 円 円 円 円 年％
建 設 改 良 費
財源充当企業債

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

備考

年月

種類
発　行
年月日

発行総額
償　　還　　高

未償還残高 発行価額 利率
償還
終期
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当年度償還高 償還高累計

円 円 円 円 円 年％
建 設 改 良 費
財源充当企業債

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

年月

種類
発　行
年月日

発行総額
償　　還　　高

未償還残高 発行価額 利率
償還
終期

備考
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当年度償還高 償還高累計

円 円 円 円 円 年％
建 設 改 良 費
財源充当企業債

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

備考

年月

種類
発　行
年月日

発行総額
償　　還　　高

未償還残高 発行価額 利率
償還
終期
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当年度償還高 償還高累計

円 円 円 円 円 年％
建 設 改 良 費
財源充当企業債

〃

〃 令和 1. 5.30

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

そ の 他 平成25. 9.20

〃

〃

　（４）　須賀川信用金庫

当年度償還高 償還高累計

円 円 円 円 円 年％
建 設 改 良 費
財源充当企業債 平成29. 5.31 令和29. 3

〃

そ の 他

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃  令和 1. 5.31

〃

〃

〃

〃

〃

〃

年月

種類
発　行
年月日

発行総額
償　　還　　高

未償還残高 発行価額 利率
償還
終期

備考

計

計

利率
償還
終期

備考

年月

種類
発　行
年月日

発行総額
償　　還　　高

未償還残高 発行価額
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　（５）　東邦銀行

当年度償還高 償還高累計

円 円 円 円 円 年％
建 設 改 良 費
財源充当企業債 平成21. 3.25 令和3. 3

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

そ の 他

〃

〃

〃

〃

　（６）　福島県商工信用組合

当年度償還高 償還高累計

円 円 円 円 円 年％

そ の 他 平成25. 5.30 令和 5. 3

　（７）　福島県下水道公社

当年度償還高 償還高累計

円 円 円 円 円 年％
建 設 改 良 費
財源充当企業債 平成23. 5.20 令和 3. 3

〃

計

計

計

利率
償還
終期

備考

年月

種類
発　行
年月日

発行総額
償　　還　　高

未償還残高 発行価額

利率
償還
終期

備考

年月

種類
発　行
年月日

発行総額
償　　還　　高

未償還残高 発行価額

利率
償還
終期

備考

年月

種類
発　行
年月日

発行総額
償　　還　　高

未償還残高 発行価額
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令令  和和  ２２  年年  度度  

  

  

  

  

  

  

そそ  のの  他他  のの  参参  考考  書書  類類  
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（消費税及び地方消費税抜き） （単位　円）

金　　額

1 資本的支出 1,775,974,895

1 建設改良費 720,051,855

1 管渠建設改良費 711,327,097

1 給料 19,514,100 予算額　 19,535,641

2 手当等 10,661,890 予算額　 10,689,154

6 法定福利費 5,271,205 予算額　 5,271,205

9 旅費 24,822

12 備消品費 173,885

16 通信運搬費 1,556

18 委託料 47,760,050

28 工事請負費 627,876,689

33 負担金 42,900

2
処理場建設
改良費

678,000

18 委託料 678,000

3
流域下水道
建設負担金

8,046,758

33 負担金 8,046,758

2 企業債償還金 1,055,923,040

1 企業債償還金 1,055,923,040

1 企業債償還金 1,055,923,040

　１　 資本的支出明細書

款 項 目 節 備　　考


